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エネルギーと日本経済

紬＊

森口親司

ChikashiMoriguchi
灘騨鰯灘

いわゆる「石油ショック」を石油価格上昇による衝

撃と解するとき，それが日本経済に与える影響をマク

ロ経済的にみるためにはつぎのようにいくつかのチャネ

ルを検討しなくてはならない芋

1)コスト上昇からの物価・賃金上昇率への影響

2）エネルギー価格の上昇によって国際収支が悪化し，

円レートの低下と輸入価格がさらに上昇する効果

3）実質所得の減少を通して発生するデフレ効果

4）エネルギー価格の上昇によって，一部の生産設備

の効率が低下し，生産能力と播在成長率が低下する

径路

5）エネルギー価格上昇が，エネルギー需要の節約を

もたらし，またエネルギー関連の投資を活発にする

径路

エネルギー価格ショックはこうしたさまざまのチャ

ネルを皿して発生する諸効果の複合されたものとして

観察される．

以下の単純マクロモデルはこのような検討を行うた

めに最低必要な行動方程式をふくむ．まずモデルの特

徴を説明し，ついでモデルによるいくつかのシミュレー

ションの結果を紹介し，その経済学的意味を検討する

ことにしよう．

1960年代の日本経済は，いろいろな意味でﾔ迩な条

件に恵まれた．海外からの技術導入を土台にして，高

い技術進歩率が期待しえたと同時に，農業部l''jからの

労働供給が豊富であった．また世界経済は自IIj貿易体

制下に高度成長を追求しつつあり，他方において．一

次産品の価格は，低値に安定していた．この条件は，

以下のモデルにおける外生変数に即して述べると，1）

エネルギーおよび非エネルギー輸入価格上昇率(dPen

およびdPm)はそれそれゼロ,2)世界貿易の伸び(Tw)

は5～7％と高い，ということである．

これに対して,1973～1979年の経済では，二度にわ

たる石油価格ショックの波がおそってきた．またそれだ

けではなく，技術進歩のテンポは低下し，環境問題の

激化とともに公害防ll投資が拡大し，資本の生産性は

低下した．さらに，農業部門からの労働供給の伸びも

低下しはじめた．石油価格ショックが生じなか-つたと

しても，潜在成長率は60年代の10%から,7～8%に

低下したものとみられている*＊70年代後半には，先進

工業国はインフレーションを沈静化させるために，通

貨供給の{'l'びを重視する政策に転換した.また為替レー

トの変動は．国際収支の需給を均衡化させる方向で変

化するものの，短期的には，利子率やイン-7レーショ

ン予想の変化に敏感に反応することがしだいに明らか

となってきた．

70年代後半から，80ｲド代にかけては，モデルの外生

変数は．つぎのような趨勢に従っていると思われる．

1）エネルギーおよび非エネルギー1次産品価格は，

中期的にみて着実な上昇率を維持する．

2）世界剴易の伸びは4～5％に低下する．

3）通貨供給の伸びは5～8％の低水準（60年代には

10%をこえる国がおおかった）に維持される．

4）技術進歩率は2％前後に低下する．

これらの要因は，以卜のマクロ経済モデルの外生変数

の経路を規定する．

1エネルギー部門をふくむ単純マクロ・モデル
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＊）このほか，世界全体におよぼすインフレ・低成長の影響

もまわりまわって日本経済に稗いてくるが，海外からのこの

ような波及効果はさしあたって考察の対象としない．この〃

li1を検鋤するには,世界経済モデルが必嬰であり，「継済学的

研究班」のプロジェクトの一環として研究を進めている．

*＊)たとえば、経企庁経済研究所のターンパイク・モデルに

よる検‘;､l粘果など．

＊求郁大学経済研究所教授
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り，これを供給するのに必要な1次エネルギーはす

べて輸入される．

3）為替レートは，経常収支と金利格差の変動に反応

する．（‘18式）

4）投資資金は，一期前の貯蓄総額の一定部分があて

られる．このうちエネルギー部門および非エネルギー

部門への配分は，2次エネルギー価格上昇率と一般物

価上昇率との格差によって決定される．（27式）

5）エネルギー価格の上昇は，家計部門・産業部門の

エネルギー弾力性の大きさを通して，1次エネルギー

の総需要を決定する．

6）通貨供給は一定の比率で拡大し，貨幣需要関数

（31式）を通して利子率が決定される．

各方程式のパラメータに与えられた数値は，70年代後

半の日本経済の構造パラメータに近いものであり，全

体系を，所与の条件のもとで7年間のシミュレーショ

ン期間にかんして解いてえられる解の経路は，表1に

まとめられている．

解の経路では当初の国際収支悪化傾向を反映して，

ゆるやかな為替レーI､の下落が進行し，これを背景に，

輸出は，6.6％の伸びを示す．2次エネルギーの価格上

昇率は高く，投資資金はより大き目の配分がエネルギー

部門の資本ストックに対して追加される．この部門で

は，「資本とエネルギーの代替｣が行われ,結果として

2次エネルギー価格が相対的に上昇する（伸び率は，

7．3％と一般物価3.9％にくらべて高い)．

5．2％の成長経路は，日本経済の能力を完全に利用

するという前提で，財政赤字の拡大をいとわない場合

に実現される．年々の財政赤字の結果，政府部門の債

務，すなわち公債の残高(DG)は年率20%以上の率

で拡大している．
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2シミュレーション－1エネルギー価格の上昇

表1のNoteに示した数値は,基準ケースでの外生変

数の経路である．エネルギー，非エネルギーの輸入価

格も，世界工業製品価格も，ともに5％で上昇しつづ

けるものとし，また世界貿易の量的拡大率も5％と想

定している．

何らかの理由で，エネルギー価格の上昇率が，10％

に加速したとすれば，体系にどのような影響があるだ

ろうか．本論の冒頭にのべた5つのチャネルにそって

考察する．

2．1賃金・物価の影響

輸入価格の上昇は国内生産物のコスト高を通して，

－12－



Vol.3No.5(1982)

表1BasicPathoftheModel

393

表2AlternativeCases…SimulationStudies

dPE＝10％

otherex〔

lnputsreI
第｡盆th－

]Ochangedfrom-C
;o一・01,e3fromlto.
mde4from－.2to一．

Note:dPe=dPm=dPw=dTW=5%

1)Differencesaremeasuredby%differencin

thefinal7thyear.

2)Thesecondcaseiscomparedwiththefirst

case,thatis,alltheexogenousinputsare

thesameascasel．．

一般物価(P)を7年目で13%押し上げる．平均年率

でいえば，約2％のインフレ率の加速がもたらされる．

他方，賃金の上昇はこれに遅れ，実質賃金の低下，消

費水準の低下がもたらされる．

2．2国際収支と円レート

エネルギー価格の上昇によって，輸入額は増大し，

国際収支の赤字拡大(もしくは黒字縮小)が発生する．

これは円レートの下落をもたらす（7年目の終りには

16%一表2の第1欄参照).この結果，輸出価格(外国

通貨建）はかえって低下し，輸出は増大する．この変

化は，わが国経済のひとつの特徴であり，世界不況期

には，「失業の輸出lとして経済摩擦の原因になりや

すい．

2.3デフレ効果

輸入支払額の増加は，購買力の国外への「もれlで

あり，実質所得の減少・消費の減少をまねく．またエ

ネルギー価格の上昇は資本の効率を－．部で損ない，潜

在的な生産能力は低下する．トータルの結果としては，

国内民間需要の減少は輸出の増加分を上まわりf**財

政支出は拡大せざるをえない．

2．4エネルギー需要の減少

2次エネルギー価格の上昇は，需要の減少をもたら

す（表2では12%).さらに，エネルギー生産部門での

｢資本への代替」によって,1次エネルギーの需要水準

は7年目の終りにおいて，14．5％，年率で，2％の減

少がもたらされる.モデルの方程式6)，7）に示され

た2次エネルギー需要の価格弾力性は高くはないが，

さきにものべたように，2次エネルギーが，一般物価

にたいして40％以上（7年間で）の上昇を示す結果こ

うなるのである．

3シミ可レーションー2省エネルギー努力

上記のようなケースでは，エネルギーの節約が若干

もたらされるものの，インフレの加速，実質所得の減

少がはなはだしい．もし，単に従来の価格弾力性にも

とずく節約だけではなく，追加的な政策によって，節

約が可能だったとすればどうなるだろうか．その方向

としては，省エネルギー機器の普及,技術開発の促進，

産業構造の転換がある．以下では，その結果として，

家計部門の需要の弾力性が所得については,1から0.9

に，価格については－0．2から－0．3に変化したものと

する.また産業部門において,エネルギー高が資本効率

を低める要因を少なくして，4）式のboが-0.02から

-0.01になったものと考える．

**＊）世界不況下では，日本の輸出がさらに規制されること

もある．

－13－
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このような前提の変化によって，体系内の個々の変

数にどのような影響があるだろうか.表2の第2欄は，

第1欄と比較する形で，これをみたものである．

まず家計部門の2次エネルギー需要の低下によって，

E2全体で3.4%の減少を示している．他方,非エネル

ギー部門の生産効率の拡大によって，資本蓄積が増大

し，これによって，エネルギー部門における「資本に

よる代替」も進み，1次エネルギーの需要は4.7％低下

している．また，国際収支の若干の改善により，為替

レートの低下率は減少し（11.7％)，この結果，物価上

昇率も年率で1%と，大幅に低下している．これは実

質所得・消費・資本形成をすべて促進する効果をもつ

エネルギー・資源

ているわけである．

開放経済体系においては，省エネルギーのもつプラ

スの効果は，いろいろなチャネルを経ることによって，

amplifyされるのである．

以上のシミュレーションは，マクロ経済モデルを用

いた若干の実験であるが，このほか，賃金・物価のス

パイラルのあり方，租税政策の効果など，いくつかの

側面で有用な分析が可能である．

(藍部真言言蕊臺驚星笂襄纂特別研）

陸司ゞ規材料と省エネルギー
石油ショックを契機として省エネルギー時代に押のではなく，さらに靱性，或は緩衝性の必要が強調

込まれ，直接，間接を問わず凡ゆる面から検討が進されている．別に工作用バイトに対してもダイヤモ

められている．サンシャイン計画，ムーンライトンドに次ぐ硬度をもっているCBNの靱性向上（例

計画からさらにスターライト計画を提称したい．えばZrO2の添加）に研究の焦点が向けられている

月はすでに人間の手に染められたが，無限大といらしい．

える星には何一つとして手が届いていない．僅かに 最近特に話題になっている超電導体はNbを中心

光，電波などによる観測が行なわれているに過ぎとして他の金属例えばGe,Sn,Gaなど，時には

ない． さらに第3成分を追加した新規な材料が次々と研究

これらの星には地球には存在しない別の元素があされており，将来は有機金属と言われる耳馴れない

るとして，その性能から驚異的材料の出現を期待す高分子材料も話題に登っている．

ることは果して無謀だろうか．ウラニウム以上の超これら新規材料が若し実用化された暁には，発電

元素が人工的に作り出された今日，さらに大きい飛機関係における導線の節約から機械の小型化，送電

躍が期待されるかも知れない． 関係においては送電線自体の小型化と送電ロスの低

少なくとも現状においては地球上に現存する元素下，超電導コイルによる電力貯蔵，各種電気機械の高

を利用して新しい機能性材料を創造することですで 速化，軽量化，小型化，冷却不要など省エネルギーは

に世界的に活動を始め，遂に国際的協力体制ができ勿論のこと，省資材にも大きい効果が期待される．

るらしい．これら新規材料の目的としては，従来に金属の腐食による損失は年間当り，9600億円（イ

ない新しい機能を発揮するもので，結果的には何れギリス)，1兆9000億円（西独),4兆5000億円（ア

も直接，間接を問わず省エネルギーに繋がると思わメリカ）で，日本では2兆5000億円という数字がみ

れる．られる．これらの対策の一部としては耐鐇性材料と

耐摩耗性材料は，機械の接触移動面の精度の保持しての新しいタイプのステンレス合金，また耐食性

とその寿命の延長から，取換へ回数の減少となり，材料はもとより，鉄鐇と反応し固定する作用をもつ

材料自体の消耗が減少する．電車のブレーキシュー， 新しいタイプ｡の塗料，貝，藻類の付着を防止する船

パンタグラフの集電バーなど手近かな例としてあげ底塗料など，船体の保護は勿論のこと塗装期間の延

られよう．長など大きいメリットがある.(F)

これらは単に硬ければよいというような単純なも

－14－




